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浮かび上がる対中対峙路線の可能性と限界

政策研究大学院大学准教授

高木 佑輔

はじめに

2020 年のフィリピン外交を振り返ると、いくつかの局面で対中対峙路線ともいうべき姿

勢が顕在化した。例えば、国連総会の場において、ドゥテルテ大統領は明確に、「フィリピ

ンは、国連海洋法条約と 2016 年の仲裁裁判所判決に則った南シナ海に対する関与を支持す

る」と発言したことが特筆に値するだろう 1。また、スプラトリー諸島でフィリピンが実効

支配しているパグアサ島の港湾整備は、中国政府の反対にもかかわらず進んだ。他方、対中

対峙のために頼りになるはずの米国との関係に関しては、訪問米軍協定（以下 VFA）破棄

通告とその後の撤回にみられるように、極めて分かりにくい姿勢が印象的である。以下では、

2020 年の南シナ海情勢に関連するフィリピン政府の主な対応を振り返り、フィリピンの対

中対峙路線の可能性と限界について整理したうえで、今後の動きを考える際に留意すべき

点を明らかにしたい。

2020 年に最も意思を通したのはフィリピン国軍 
表１は、2020 年の一年間に起きた南シナ海関連の出来事とその評価を整理したものであ

る。

表１ 2020 年の南シナ海に関連する主な出来事 
主な動き 評価 留意事項

１ スービック造船所問題 米豪企業寄りの決着 ― 

２ VFA 問題 比米関係維持の方向で

決着

大統領の意向は引き続き留意が

必要

３ パグアサ島開発 比海軍寄りの決着 飛行場が完成するかが次の課題

４ フガ島開発 比海軍寄りの決着 ― 

５ 仲裁裁判所 中国の立場に反対 実行手段については説明なし

６ 南シナ海資源開発 中国企業寄りの流れ 操業までは数年以上かかる

出所：各種報道を参考に筆者作成 2

まず、6 つの出来事のうち、4 つが港湾・資源開発である。いずれの出来事についても、見

方によっては中国による新たな拠点づくりとなる可能性がある。残りの二つは、VFA や常

設仲裁裁判所判決など、法的問題に関連する。
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港湾開発に関して、中国による新たな拠点づくりに利用されるのではないかと国内外の

注目を集めた事例が二つ、他方で南シナ海におけるフィリピン側の拠点整備に関するもの

が一つある。まず、スービック湾造船所問題の発端は、2019 年 1 月の韓国系造船会社韓進

重工業のフィリピン子会社が経営破綻したことにある。同造船所は、フィリピン最大の造船

所であり、最盛期には 3 万人の雇用を生み出したとされる。また、西フィリピン海に面する

スービック湾には東南アジア最大の米海軍基地が置かれたことがあるなど、安全保障上の

要衝にあることも耳目を集める理由である。この造船所破綻後、いくつかの中国企業が経営

に興味を示したことに対し、フィリピン国軍を中心に警戒の声が高まった。2020 年 1 月に

は、米国の投資会社の支援を受けた豪州の造船大手オースタル社が造船所を買収すること

が決まり、さらにその一部にフィリピン海軍の施設を建設することが決まった。次に、フィ

リピン北部のバシー海峡に面するフガ島をめぐっては、中国資本によるスマートシティ構

想が噂されており、同じくフィリピン軍を中心に警戒の声が高まっていた。これに関して、

2020 年 8 月、同島の経済特区を主管するカガヤン経済特区は中国資本による開発計画は存

在しないと表明した。さらに、ドゥテルテ大統領はフガ島の特区の一部を海軍施設として開

発する方針を示した。他方、スプラトリー諸島内でフィリピンが 1970 年代から実行支配す

るパグアサ島について、海軍は長年の懸案であった港湾施設の増強を実施し、将来の滑走路

整備に向けた地ならしを行った。いずれの事例においても、結果的にはフィリピン国軍の拠

点の拡大につながったと評価できる。 
 
評価の分かれる法的な対応 
他方、評価が一筋縄ではいかないのが法的問題である。まず、訪問米軍協定の破棄通告問

題のように、国内政治が外交問題を引き起こした事例がある。2020 年 1 月、ドゥテルテ大

統領の側近といわれ、欧米から人権侵害に対する懸念が表明されている「対麻薬戦争」の陣

頭指揮を執ったロナルド・“バト”・デラローサ上院議員の米国ヴィザが失効したことがニュ

ースとなった。これに対してドゥテルテ大統領は、公務に従事したフィリピン人が米国で不

利益をこうむるのであれば、フィリピンに訪問する米軍人に保護を与えることは公平性を

欠くと主張、VFA 破棄を一方的に通告した。6 か月間の破棄通知発効を待つ間の 4 月、ド

ゥテルテ大統領と米国のドナルド・トランプ大統領との電話会談があった。その後 6 月に

は、南シナ海における中国の活動活発化を主な根拠としてフィリピン外務省が破棄通告を

中断すると通知し、問題は沈静化した。しかしながら、デラローサ上院議員自身、首脳会談

後に在フィリピン米国大使館からヴィザに関する連絡があり、ヴィザを取得した旨を公表

し、首脳会談はある種の「手打ち」の機会であったことを示した。一連の騒動の時系列を整

理すれば、デラローサ上院議員のヴィザ失効が問題の発端となり、その解決が問題の鎮静化

につながったことは明らかである。 
2020 年 9 月、ドゥテルテ大統領は国連総会の場で突如「フィリピンは、国連海洋法条約

と 2016 年の仲裁裁判所判決に則った南シナ海に対する関与を確認する。…。判決は、今や
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国際法の一部であり、いかなる政府もそれを希薄化したり、損なったり、あるいは放棄する

ことはできず、妥協することもできない。我々はそれをなし崩しにしようとする試みを拒絶

する」と明言した 3。これは、仲裁裁判所判決を「紙屑」と呼ぶ中国政府の立場と真っ向か

らぶつかる立場といえる。ただし、この発言後に具体的な対中外交が変わったとは言い難く、

フィリピン大統領府報道官も、ドゥテルテ大統領の発言はこれまでの政府の対応からの変

更を示すものではないと発言した 4。また、表１にあるように、南シナ海における中国との

資源共同開発には前向きな姿勢を示しており、国連総会での演説を機に対中対峙路線にか

じを切ったというような評価は適当ではない。 
 
おわりに 
 2020 年の南シナ海問題に対するフィリピン政府の姿勢をどう考えるべきだろうか。明確

なのは、一方的な対中対峙や対米協調路線は取られなかったということである。他方、中国

側への一方的なすり寄りも見られない。6 つの事例で最も意思を通したといえるのはフィリ

ピン海軍であろう。特に、港湾開発はいずれもフィリピン海軍の能力強化に資するものであ

る。国際政治学の表現でいいかえれば、対中バンドワゴン政策も対外バランシングも採用さ

れず、自国の防衛力強化による対内バランシングを志向したといえる。ただし、中比間の防

衛費の差を見るまでもなく、自国の防衛力強化だけで十分な均衡を確立することは不可能

である 5。また、能力構築そのものも、米国、豪州や日本といった同盟国やパートナー諸国

との協力なしに進めることは困難である。対内バランシングは自国の意思のみで追求でき

るために自由度が高いといえるが、それを実現する能力そのものは、他国との関係強化を視

野に入れない限り簡単に獲得できない。2021 年、能力開発分野でどのような国とどのよう

な協力を志向するのかを注視したい。（2021 年 2 月 28 日脱稿） 
 

1 Rordigo Duterte. “The Future We Want, the United Nations We Need: Reaffirming 
Our Collective Commitment to Multilateralism – Confronting COVID-19 through 
Effective Multilateral Action” UN News, “At UN General Assembly, Philippines’ Duterte 
Denounces Groups ‘Weaponizing’ Human Rights,” 22 September 2020, URL 
(h t tps : / /news .un .o rg /en / s to ry /2020 /09 /1073072 ,  2021 年 2 月 27 日） . 
2 スービック造船所問題に関しては、主に以下を参照。「フィリピン、造船所再建、中国を

排除」『日経産業新聞』2019 年 5 月 17 日 14 頁。「米豪企業名乗り、海軍安堵」『日経産業

新聞』2020年 1月 8日 14頁。VFA問題については主に以下を参照。Maila Ager. “Confirmed: 
U S  Vo i d s  S e n a t o r  B a t o  d e l a  R o s ’ s  V i s a , ”  2 2  J a n u a r y  2 0 2 0 . U R L
（https://newsinfo.inquirer.net/1218113/confirmed-us-voids-senator-bato-de-la-rosas-
visa, 2020 年 12 月 13 日）。“Bato Says US Agreed to Fix His Visa before VFA U-turn,” 
ABS-CBN News. Jul 08 2020, URL（https://news.abs-cbn.com/news/07/08/20/bato-says-
us-agreed-to-fix-his-visa-before-vfa-u-turn, 2020 年 12 月 13 日）。Xave Gregorio, 
“Philippines Protests China’s Creation of New Districts in South China Sea” CNN 
Philippines, 22 April 2020.（/cnn-website/search/?queryStr=Xave Gregorio, 2020 年 12
月 13 日アクセス）。パグアサ島開発については主に以下を参照。Frances Mangosing. 
“Holding Ground, Building Hope on Pag-Asa Island,” Philippine Daily Inquirer. June 
12, 2020, UR（https://globalnation.inquirer.net/188410/holding-ground-building-hope-



4 
 

 
on-pag-asa-island, 2020 年 12 月 14 日）。Frances Mangosing. “Pag-Asa Gets Upgrade 
amid China Objection,”  Phil ippine Daily Inquirer .  13 June 2020, URL 
(https://globalnation.inquirer.net/188510/pag-asa-gets-upgrade-amid-china-objection, 
2020 年 12 月 14 日)。フガ島開発問題については主に以下を参照。Kris Crismundo “No 
Chinese Investments in Fuga Island: CEZA,” Philippine News Agency. 5 August 2020, 
URL（https://ceza.gov.ph/article/no-chinese-investments-fuga-island-ceza, 2020 年 12 月

21 日）。南シナ海資源開発については主に以下を参照。Eimor Santos Duterte lifts 
suspension of oil exploration in West PH Sea,” CNN Philippines, 15 October 2020, URL
（/cnn-website/search/?queryStr=Eimor Santos, CNN Philippines, 2020年 12月 20 日）。 
3 Rordigo Duterte. “The Future We Want, the United Nations We Need: Reaffirming 
Our Collective Commitment to Multilateralism – Confronting COVID-19 through 
Effective Multilateral Action” UN News, “At UN General Assembly, Philippines’ Duterte 
denounces groups ‘weaponizing’ human rights,” 22 September 2020, URL 
(h ttps : / /news .un .org /en /s tory /2020 /09 /1073072 ,  2021 年 2 月 27 日）。  
4 Krissy Aguilar. “Palace: Duterte’s Stance on Arbitral Ruling vs China ‘Consistent’,” 
P h i l i p p i n e  D a i l y  I n q u i r e r .  2 3  S e p t e m b e r  2 0 2 0 .  U R L
（ https://globalnation.inquirer.net/191127/palace-dutertes-stance-on-arbitral-ruling-
v s - c h i n a - c o n s i s t e n t ,  2 0 2 0 年 1 2 月 2 0 日 ）。 
5 防衛費を含むフィリピンの対中政策について、特にベトナムとの比較を含む分析として以

下を参照されたい。高木佑輔「中国の海洋進出とインド太平洋地域秩序の行方─ベトナムと

フィリピンを事例に」、『中央公論』2020 年 10 月第 134 巻第 10 号、pp.128-141。 


